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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第58期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。 

３．自己資本利益率、株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

４．第58期に連結対象（対象会社１社）としておりました株式会社ゼロムエンビロンエンジニアリングは、平成

16年７月20日開催の臨時株主総会での承認をもって解散決議をし、重要性が低くなったため、第59期より連

結財務諸表を作成しておりません。なお、同社は平成17年３月15日に清算結了しております。 

５．売上高には消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成13年９月期 平成14年９月期 平成15年９月期 平成16年９月期 平成17年９月期

売上高（千円） － － 3,764,347 － － 

経常損益（千円） － － △494,456 － － 

当期純損益（千円） － － △684,072 － － 

純資産額（千円） － － 1,608,895 － － 

総資産額（千円） － － 3,697,261 － － 

１株当たり純資産額（円） － － 29.56 － － 

１株当たり当期純損益（円） － － △20.68 － － 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） － － 43.52 － － 

自己資本利益率（％） － － － － － 

株価収益率（倍） － － － － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － △396,579 － － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － 95,369 － － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － 350,636 － － 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
－ － 810,196 － － 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

－ 

[－] 

－ 

[－] 

102 

[－] 

－ 

[－] 

－ 

[－] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載してお

りません。 

３．自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、１株当たり当期純損失であるため、記載しておりま

せん。 

４．第57期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たりの各数値の計算については発行

済株式数から自己株式数を控除して算出しております。 

５．第58期のキャッシュ・フローについては連結経営指標等に記載しております。 

  

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成13年９月期 平成14年９月期 平成15年９月期 平成16年９月期 平成17年９月期

売上高（千円） 6,263,221 4,215,618 3,751,470 3,896,934 2,669,506 

経常損益（千円） △138,800 △429,914 △438,211 △300,822 △528,075 

当期純損益（千円） △278,605 △598,789 △688,600 △371,920 △519,755 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 805,675 992,675 1,486,675 1,538,675 2,716,675 

発行済株式総数（株） 5,428,513 16,428,513 54,428,513 58,428,513 164,428,513 

純資産額（千円） 1,540,008 1,240,237 1,604,366 1,350,760 3,194,714 

総資産額（千円） 5,050,263 3,696,357 3,691,113 3,310,474 4,087,104 

１株当たり純資産額（円） 283.69 75.50 29.48 23.12 19.43 

１株当たり配当額（内１株当

たり中間配当額）（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純損益（円） △51.32 △94.37 △20.82 △6.55 △6.14 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 30.5 33.6 43.5 40.8 78.2 

自己資本利益率（％） － － － － － 

株価収益率（倍） － － － － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△48,479 △137,455 － △478,451 △166,934 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△84,156 △238,356 － 353,317 82,445 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
233,142 19,365 － △28,434 1,436,610 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
1,117,217 760,770 － 656,180 2,008,302 

配当性向（％） － － － － － 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

140 

[－] 

104 

[－] 

99 

[－] 

82 

[－] 

87 

[－]  



２【沿革】 

年月 事項 

昭和25年８月 大阪市城東区に土木建築工事の設計監督請負、土木建築資材の製造販売、及び土木建築用機材の

販売を目的として南野建設株式会社を設立（資本金1,000,000円） 

昭和25年９月 大阪市北区梅ヶ枝町89番地に本社を移転 

昭和25年10月 建設業法による建設大臣（現国土交通大臣）登録(イ)第1755号の登録を受ける 

昭和30年６月 大阪市北区神明町31番地に本社を移転 

昭和31年５月 東京出張所（現東京支店）を設置 

昭和31年６月 隧道管押抜工法（中押工法）を開発し長距離推進が可能となり推進工法の普及発展に著しく貢献

する 

昭和33年４月 「中押工法」を特許登録 

昭和35年10月 創業者 南野輝胤、中押工法の発明に対して、(社)発明協会より優秀賞を授与される 

昭和37年11月 仙台出張所（現仙台支店）を設置 

昭和38年１月 名古屋出張所（現名古屋支店）を設置 

昭和40年１月 大阪市北区芝田町97番地（現芝田２丁目２番１号）新梅田ビルに本社を移転 

昭和46年12月 大阪事務所（昭和59年７月 大阪支店）を設置 

昭和49年６月 建設業法の改正に伴い建設大臣（現国土交通大臣）許可（特－49）第4312号の許可を受ける 

昭和50年12月 岩手出張所（現盛岡営業所）を設置 

昭和54年７月 九州事務所（現九州支店）を設置 

昭和57年11月 ユニットカーブ推進工法を開発、特許出願（登録 平成２年８月20日） 

昭和59年４月 福山出張所（現中国支店）を設置 

昭和60年５月 大阪支店改組により大阪事業本部となる 

昭和61年12月 南野孝彦 当社代表取締役社長に就任 

平成３年９月 当社代表取締役社長 南野孝彦、多年にわたる下水道事業の推進に尽力した功績により建設大臣

（現国土交通大臣）表彰を受ける 

平成４年２月 ユニットカーブ推進工法協会設立、当社代表取締役 南野孝彦 会長に就任 

平成５年５月 ユニットカーブ推進工法が(財)下水道新技術推進許可機構の審査を経て建設大臣（現国土交通大

臣）認定工法となる 

平成７年６月 日本証券業協会に株式を店頭登録（コード番号1783） 

平成７年８月 和歌山事務所（現和歌山支店）を設置 

平成10年12月 沖縄営業所を設置 

平成11年７月 当社代表取締役 南野孝彦、多年にわたる下水道管渠推進事業の振興に尽力した功績により建設

大臣（現国土交通大臣）表彰を受ける 

平成13年５月 「濃縮式推進工法（ＣＣモール工法）」を開発、特許出願［㈱鴻池組と共同］ 

平成14年２月 パルテム・フローリング工法が(財)下水道新技術推進機構の技術審査証明の認証を受ける［芦森

工業㈱他との共同開発］ 

平成14年９月 長距離急曲線推進対応システムとして「ＮＵＣ（ナック）工法」を開発し、ユニットカーブ推進

工法協会をＮＵＣ（ナック）工法協会へ名称変更 

平成14年10月 北九州市に全額出資子会社、株式会社ゼロムエンビロンエンジニアリングを設立 

平成15年４月 那賀営業所を設置 

平成15年７月 子会社株式会社ゼロムエンビロンエンジニアリングの本社を大阪市に移転 

平成15年12月 南野利明当社代表取締役社長に就任 

平成16年７月 子会社株式会社ゼロムエンビロンエンジニアリングを解散 

平成16年８月 大阪府枚方市池之宮ニ丁目３番６号（大阪支店内）に本社を移転 

平成16年12月 

平成17年８月 

平成17年12月 

日本証券業協会への店頭登録を取消し、㈱ジャスダック証券取引所に株式を上場 

子会社ナンテック株式会社を設立 

分社型分割により持株会社体制へ移行し、株式会社Ａ.Ｃホールディングスに商号変更 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社（南野建設株式会社）、その他２社により構成されており、

建設事業のうち土木工事施工を主たる業務としております。 

建設事業・・・・・主要な工事は、上下水道、電力、電話、ガスなどのライフラインの推進工事（都市トンネル

工法の一種）と下水道管渠や水道管等の改築・更生工事および一般土木工事等であり、当社

が工事施工をしております。 

 グループの事業の系統図は、次のとおりであります。 

４【関係会社の状況】 

 関連会社は次のとおりであります。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．平均年間給与は、税込支払給与額であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

２．従業員は就業人員であります。 

３．臨時雇用者数は、当事業年度の平均人数を［ ］外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 当社には労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％） 

関係内容 

ナンテック株式会社 
 枚方市池之宮二丁

目３番６号 
10,000  土木工事業 100   

  その他１社           

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

87［－］ 41.9 15.1 4,439,173 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度におけるわが国の経済は、上期は、個人消費の低迷、ＩＴ（情報技術）関連分野の循環的な調整局面

に入り、原油高に起因する世界経済の減速による輸出の伸び悩みによる景気の足踏み状態に陥りましたが、年明け

後は、個人消費、設備投資が堅調な伸びを見せており、輸出においても回復の兆しを見せ、また景気は、踊り場を

脱出したことは間違いないように思われます。 

 しかし、建設業界におきましては、建設市場の国際化や規制緩和、建設投資の伸び悩み、公共工事における入

札・契約制度の改革など、建設業の経営環境は依然として厳しい状況であります。 

 このような業界を取り巻く環境の変化、厳しい経済状況の中で、当社は「品質を確保しながら、原価低減への取

り組みを行なうこと」が、技術力の向上、企業体質の強化、経営基盤の強化を図る上での最優先課題との認識か

ら、「当社独自工法の技術力強化」、「原価管理システムでの徹底」に加えて、「ISO9001の認証取得」等により

受注拡大を図って参りましたが、元従業員による証券取引法違反等一連の不祥事の影響は覆うべくもなく、受注高

は3,159百万円（前期比7.6％減）となり、売上高（完成工事高）は2,669百万円（前期比31.5％減）となりまし

た。 

 そして、売上高（完成工事高）の不足、大型工事の予定外費用の発生、新株発行費86百万円、臨時株主総会およ

び持株会社移行への諸費用58百万円により、まことに遺憾ながら経常損失は528百万円（前期は経常損失300百万

円）になり、当期純損失519百万円（前期は純損失371百万円）を計上することになりました。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税引前当期純損失506百万円でしたが、第

三者割当増資により、前事業年度に比べ1,352百万円増加し、当事業年度末には2,008百万円となりました。 

 当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当事業年度における営業活動による資金の減少は166百万円（前期は減少478百万円）となりました。工事原

価率の上昇等により、税引前当期純損失506百万円の計上、売上債権の減少476百万円、仕入債務の減少389百

万円が主な要因であります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当事業年度における投資活動による資金の増加は82百万円（前期は増加353百万円）となりました。投資有

価証券の売却による収入66百万円が主な要因であります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当事業年度における財務活動による資金の増加は1,436百万円（前期は減少28百万円）となりました。株式

の発行による収入2,269百万円、借入金の返済による支出833百万円が主な要因であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）受注実績 

(2）売上実績 

 （注）１．当社では、建設事業以外は受注生産は行っておりません。 

２．当社では、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

工事別 
当事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

建設事業（千円） 3,159,976 92.4 

合計（千円） 3,159,976 92.4 

区分 
当事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

建設事業（千円） 2,669,506 68.5 

合計（千円） 2,669,506 68.5 



 なお、参考のため提出会社の事業の状況は次のとおりであります。 

 建設事業における受注工事高及び施工高の状況 

(1）受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

第59期（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日） 

第60期（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、当期受注工事高にその増減額

を含めております。したがって、当期完成工事高にもかかる当期増減額が含まれております。 

２．次期繰越工事高の施工高は、工事進捗部分であり支出金等にもとづき算定いたしております。 

３．当期施工高は（当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高）に一致いたします。 

(2）受注工事高の受注方法別比率 

 工事の受注方法は、特命と競争に大別されます。 

 （注） 百分比は請負金額比であります。 

工事別 
前期繰越
工事高 
（千円） 

当期受注
工事高 
（千円） 

計 
（千円） 

当期完成
工事高 
（千円） 

次期繰越工事高 
当期施工高
（千円） 手持工事高

（千円） 
うち施工高 
（千円） 

            ％     

下水道管渠工事 1,606,584 2,535,481 4,142,065 3,026,163 1,115,902 18.7 208,329 3,038,371 

電力地中線 

管渠工事 
4,450 61,400 65,850 15,850 50,000 10.0 5,000 20,850 

上水道管渠工事 152,900 391,359 544,259 370,355 173,904 19.3 33,512 384,233 

その他工事 213,000 429,966 642,966 484,566 158,400 12.0 19,000 466,866 

計 1,976,934 3,418,206 5,395,140 3,896,934 1,498,206 17.7 265,841 3,910,320 

工事別 
前期繰越
工事高 
（千円） 

当期受注
工事高 
（千円） 

計 
（千円） 

当期完成
工事高 
（千円） 

次期繰越工事高 
当期施工高
（千円） 手持工事高

（千円） 
うち施工高 
（千円） 

            ％     

下水道管渠工事 1,115,902 2,401,083 3,516,985 2,153,389 1,363,596 16.1 220,026 2,165,086 

電力地中線 

管渠工事 
50,000 85,350 135,350 70,350 65,000 － － 65,350 

上水道管渠工事 173,904 213,229 387,133 212,153 174,980 14.6 25,710 204,351 

その他工事 158,400 460,313 618,713 233,613 385,100 22.9 88,376 302,989 

計 1,498,206 3,159,976 4,658,182 2,669,506 1,988,676 16.8 334,112 2,737,777 

期別 区分 特命（％） 競争（％） 計（％） 

第59期 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

土木工事 92.6 7.4 100 

第60期 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

土木工事 83.9 16.1 100 



(3）完成工事高 

 （注）１．当社が総合建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は官公庁欄に計上しております。 

２．完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。 

第59期請負金額７千万円以上の主なもの 

第60期請負金額７千万円以上の主なもの 

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円） 

第59期 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

下水道管渠工事 2,894,313 131,850 3,026,163 

電力地中線管渠工事 － 15,850 15,850 

上水道管渠工事 370,355 － 370,355 

その他工事 324,566 160,000 484,566 

計 3,589,234 307,700 3,896,934 

第60期 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

下水道管渠工事 2,143,789 9,600 2,153,389 

電力地中線管渠工事 － 70,350 70,350 

上水道管渠工事 212,153 － 212,153 

その他工事 169,713 63,900 233,613 

計 2,525,656 143,850 2,669,506 

（注文者） （工事名） 

㈱清川組 橋本道路市脇地区残土処分地整備工事 

㈱鴻池組 シキボウ排水路 

日本国土開発㈱ 阿倍野推進工事他 

大和建設㈱ 中野・加茂幹線下水道築造工事（その２） 

㈱地崎工業 港区白金台一丁目、四丁目付近再構築工事 

（注文者） （工事名） 

佐藤工業㈱ 流域下水道整備工事 

北川組 平成15年度恩地川東排水区第9工区下水道工事 

㈱紙谷工務店 東野町雨水管布設工事 

上富田町 公共下水道事業朝来汚水管（14工区）布設工事 



(4）手持工事高（平成17年９月30日現在） 

 （注） 当社が総合建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は官公庁欄に計上しております。 

手持工事のうち、請負金額７千万円以上の主なものは、次のとおりであります。 

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円） 

下水道管渠工事 1,363,596 － 1,363,596 

電力地中線管渠工事 － 65,000 65,000 

上水道管渠工事 174,980 － 174,980 

その他工事 16,100 369,000 385,100 

計 1,554,676 434,000 1,988,676 

（注文者）   （工事名） （完成予定年月）

大阪府東部流域下水道 

事務所 
   一級河川 寝屋川大日南調整池築造工事（取水施設工） 平成19年2月  

清水建設㈱ 

清水建設㈱ 
  

 泥濃式推進工事φ1,650φ250 

 新東京ラインＡ工区工事 

平成18年1月  

平成18年9月  

㈱間組    白石・郡山間ガスパイプライン（白石工区） 平成18年4月  

サン・シールド㈱    鳴尾第2雨水幹線下水道築造工事 平成18年8月  



３【対処すべき課題】 

(1）現状の認識について 

建設関連業界においては、公共事業の縮小、コスト競争の激化、顧客のニーズの多様化や高度化などに対応し

た事業の絞込みやコスト削減、一方では新たな事業分野への進出などが多くの企業において検討・着手されてい

ます。 

このような状況の中で、当社も企業価値向上を目指して、持株会社体制へ移行し、完全子会社となった建設業

をはじめとしてグループ会社への事業再編を行い、各事業に対する経営資源の配分、選択及び集中を機動的かつ

弾力的に行っていく考えであります。新規事業や戦略的な事業分野については、Ｍ＆Ａ等の手法を積極的に活用

することにより、当社グループの一層の成長を促進させていくため、以下３点を重要課題ととらえ対処する所存

であります。 

①この度の当社元執行役員による不祥事の再発防止を図ることが、最重要経営課題であると位置付けております。

今般の不祥事を猛省し、今後、社内業務全般に亘る管理体制の強化とコンプライアンスの徹底に努めてまいり 

ます。 

②建設事業部門については、顧客の拡大、徹底した原価の縮減を図るために、社内管理の強化ならびに人材の育成

を図ってまいります。 

③Ｍ＆Ａをはじめとする新規事業への進出には、高度な戦略の立案および遂行できる人材の獲得および育成を図っ

てまいります。 

(2）対処方針 

 ライフラインの充実は、生活環境の創造、自然環境の保護、加えて社会経済の発展には欠かすことのできないも

のであるとの理念の基、当社は創立以来、「社会に貢献する企業体を創造する」との社訓を掲げ、ライフラインの

充実には不可欠である地下土木工事の工法開発に取り組み、数々の特許工法を取得し、社会資本の整備に寄与して

まいりました。 

 今後は、多岐にわたり急速に進展する経済のグローバル化に対応し、企業価値を極大化すべく、平成17年12月1

日に株式会社Ａ.Ｃホールディングスに商号変更を行い、持株会社体制へ移行します。 

 純粋持株会社へ移行することにより、「社会に貢献する企業体を創造する」という経営方針を引き続き踏襲する

とともに、完全子会社となる建設事業をはじめとしてグループ会社への事業再編を行い、各事業に対する経営資源

の配分、選択及び集中を機動的かつ弾力的に行っていくことを目指してまいります。また、新規事業や戦略的分野

につきましては、Ｍ＆Ａ手法も積極的に活用することにより、一層の成長を促進させてまいります。 

(3）具体的な取組状況 

 現在のわが国経済は、社会・産業のグローバル化・情報化の中、あらゆる業界において環境変化に対応した経営

革新が求められております。 

 建設関連業界においても例外ではなく、公共事業の縮小、コスト競争の激化、顧客ニーズの多様化や高度化など

への対応が求められています。 

 従いまして、当社の建設事業においても、「品質を確保しながら、原価低減への取り組みを行うこと」が、技術

力の向上、企業体質の強化、経営基盤の強化を図る上での最優先課題との認識から、引き続き以下に掲げる個別課

題の解決に取り組んでいく方針であります。 

1）推進工法を重視した従来型営業活動の強化に加え、地域の顧客意向に沿った各店所の特性を生かした営業方針

の特化に取り組み、当社の蓄積された技術を生かしながら、営業工事一体となった積極的な営業活動を推進し、

顧客の拡大に取り組んでまいります。 

2）ISO9001認証取得２年目を踏まえ、さらなる品質管理の強化と製品の信頼性の向上を図ってまいります。 

3）「TQCワーキング」、「工事原価管理システム」のさらなる徹底、向上を図り、固定経費の縮減策の実施ととも

に、工事原価の縮減、逸失利益の削減を図ってまいります。 

4）建設工事における安全の課題を最重要使命と考えており、今後とも安全基盤の強化を図り、顧客から信頼され

る企業を目指してまいります。 

5）従来からの研究・開発活動については、現在までの成果および市場のニーズを考慮して、大胆に取捨選択を実

施しながら、新たな工法分野への進出、展開を図ってまいります。 

一方、グループ全体としては、Ｍ＆Ａをはじめとした戦略的手法の強化、ステークホルダーへの収益還元が可

能となる新規事業への進出により、グループの特性を生かし、シナジー効果を最大限に追求することで、業績の

向上を図ってまいります。 

  



４【事業等のリスク】 

 以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。ま

た、必ずしも事業上のリスクとして具現化する可能性が高くないと見られる事項についても、投資家の投資判断上、

重要であると考えられる事項については、投資家及び株主に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。

 なお、当社事業等はこれら以外にも様々なリスクを伴っており、ここに記載されたものがリスクの全てではありま

せん。そして、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、その発生の回避及び発生の際に適切な対応

に努める方針でありますが、当社株式に関する投資判断は、以下の特別記載事項を、慎重に検討のうえ行われる必要

があると考えられます。 

 また、本項において将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当事業年度末現在において判断したもの 

です。 

(1）企業買収および戦略的提携について 

 当社は今後、持株会社体制へ移行し、既存の事業基盤を拡大するため、あるいは新たな事業に対する進出・補強

等のために、事業戦略の一環として企業買収や資本提携を含む戦略的提携を行う可能性があります。企業買収や戦

略的提携に際しては十分な検討を行いますが、買収・提携後の事業計画が当初計画通りに進捗しない場合には、業

績に影響を与える可能性があります。 

(2）事業環境の変化、および市場競合状況について 

 当社は「品質を確保しながら、原価低減への取り組みを行うこと」が、技術力の向上、企業体質の強化、経営基

盤の強化を図る上での最優先課題との認識から、「当社独自工法の技術力強化」、「原価管理システムでの徹底」

に加えて、「ISO 9001認証取得」等により受注拡大、工事原価の縮減を継続的に実施してまいりますが、今後、想

定を上回る建設需要の減少や主要資材価格等の急激な上昇、さらなる価格競争の激化等、建設事業に係る著しい環

境変化が生じた場合には、当社の業績に重要な影響を与える可能性があります。 

(3）建設業許可および経営事項審査申請について 

 当社は、平成17年12月1日を期して持株会社へ移行し、当社の建設関連事業部門を分社型新設分割し、新会社南

野建設株式会社を新設します。その際に、新たに建設業許可及び入札参加審査申請を行う必要があります。当社は

十分に検討打合せを行い、事前申請を行いますが、すみやかに届出が出来ず建設業許可の認可が遅れたり、経営事

項審査による評価点、格付けが引き下げられた場合には、営業活動をはじめ当社の業績に影響を与える可能性があ

ります。 

(4）固定資産の価値減少、保有リスクについて 

 平成17年４月１日以降開始する事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」が強制的に適用されることが決

定しておりますが、それに伴い、当社も固定資産の減損会計の適用を平成17年10月１日から開始する事業年度から

予定しております。今後、保有資産の将来キャッシュ・フロー等を算定し、減損額の認識、測定を進めてまいりま

すが、固定資産の減損会計の適用に伴い、固定資産の減損損失の発生が見込まれ、当社の業績に影響を与える可能

性があります。 

 また、当社は機材センター等を各地に保有しておりますが、公共工事削減による売上不振等、厳しい事業環境や 

設備の老朽化、品質の高度化等へ対応するため、生産効率と品質の向上を考え、各事業所において資本の効率的使

用を進めるうえで、採算性の低い事業拠点の再編や保有固定資産の処分等により、当社の業績に影響を与える可能

性があります。 

(5）取引先の経営破綻等について 

 当社では、様々な営業取引を行う際に、与信管理を行っておりますが、建設業界の景気悪化による取引先（建設 

会社〈ゼネコン・地元業者〉）の経営破綻等の発生を完全に排除できるという保証はなく、今後発生した場合に

は、業績に影響を与える可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 当社は、事業の多角化及び経営基盤の強化を目的とし、持株会社体制に移行し、建設事業部門を子会社として分社

化することとし、平成17年９月15日開催の臨時株主総会において分割計画書の承認を受けました。 

 会社分割の概要は次のとおりであります。 

(1) 当社は、建設事業および不動産事業を新設会社南野建設株式会社（以下、新会社という）に承継させるため新設

分割を行う。   

(2) 新会社は、分割に際して普通株式6,000株を発行し、その全部を当社に割当てる。 

(3) 新会社の資本金及び資本準備金は次のとおりとする。 

  ① 資本金   300,000,000円 

  ② 資本準備金 商法第288条ノ２第１項第３号の２の超過額 

(4) 新会社は、分割に際し、次の権利義務を承継する。 

  ① 本件営業に属する資産、負債及びこれに附随する一切の権利義務。 

    但し、次に掲げるものは除く。 

     イ) 現金及び預金の一部 

     ロ) 長期及び短期借入金の一部 

     ニ) 租税債権債務 

     ホ) 受取手形及び支払手形（但し、原因債権及び原因債務は承継される） 

  ② 分割期日において本件営業部門に在籍する者の労働契約上の地位。 

(5) 分割期日は平成17年12月１日とする。ただし、分割の進行に応じて必要あるときは、当社の取締役会決議により

これを変更することができる。 

(6) 利益配当の限度額 

  当社が分割の日までに支払うべき利益配当は行わないものとする。 

(7) 競業避止義務の取扱い 

    当社は、本件分割後も本件営業と競合する営業を行うことができる。 

(8) 条件の変更 

天災地変その他の事由により、本件営業及び本件営業に属する財産に重大な変動が生じたときは、当社は、本計

画書を変更し、または本件分割を中止することができる。 



６【研究開発活動】 

当社建設関連部門のコア事業である、ライフライン構築に関する当事業年度における各工法活動内容につきまして

は、次のとおりであります。 

なお、当事業年度の研究開発費の総額は4,671千円となっております。 

①当社独自開発工法の活動 

当社が開発、商品化しました、長距離急曲線推進工法「ＮＵＣ工法」につきましては、引き続き、受注拡大に向

けて積極的なPR活動を推し進めております。 

現在は、従来からのPR活動とともに、施工実績を反映したシステムのバージョンアップ、システムに関する顧客

要望の取り込み、設計積算内容の拡充等の活動を行っております。 

 当事業年度における具体的活動内容は、下記のとおりであります。 

イ）技術積算資料2005年度版発行 

ロ）技術積算検討依頼：21件 

ハ）工法説明会開催：3回（東京電力、東京都下水道局、福岡市役所） 

ニ）JSTT「工法ナビゲーションシステム」に掲載、登録 

ホ）施工実績：6件（現在施工中を含む） 

②その他工法の活動 

当社は、現在までの研究成果や市場のニーズを考慮し、積極的に他社との共同開発や技術参加を図りながら、一

層の受注拡大に努めるべく活動しております。 

具体的な活動内容は次のとおりであります。 

イ）水道本管非開削布設替工法（プラズマモール工法） 

老朽化した水道本管の布設替工法である当工法につきましては、平成15年12月に発足しました工法協会の事

務局として、また、現在唯一の施工会社として引き続き積極的なPR活動を行っております。 

また、施工実績を反映して更なる技術のスキルアップを図るべく、清水建設株式会社他の開発会社との活動

も継続しております。 

当事業年度では、東京都水道局設計採用工事受注、各自治体での工法説明会・見学会の開催、技術積算依頼

対応、JSTT日本非開削技術協会誌への投稿および「工法ナビゲーションシステム」への掲載・登録等の活動を

行っております。 

ロ）小口径SSSシールド工法 

新規開発した４分割セグメント「SSRCセグメント」の導入により、管路の長距離施工を可能とした当工法に

つきましては、工法協会発足準備段階から参画し、早期の実施工を目指して積極的なPR活動を展開しておりま

す。 

工法協会としての最近の具体的活動内容は、下記のとおりであります。 

・工法協会設立総会開催（正会員14社、賛助会員14社） 

・全国10都市に部会を設立、開催 

・「下水道展 05東京」に出展 

・積算依頼：12件 

・工法説明：全国35ヶ所 

ハ）K-1推進工法 

当工法は、「巨礫地盤を長距離推進する泥濃工法」、「岩盤層を含む複合地盤に対応可能な泥水工法」であ

り、さらには、「既設構造物到達型の泥濃工法」でもあります。当社は、正会員として、また、技術部会員と

して当工法協会に参加し、受注獲得に向け、積極的なPR活動を行っております。 

 ニ）その他の工法 

上記以外では、「環境対策工法」である「サクセスモール工法」、「濃縮式推進工法（CCモール工法）」に

ついては、早期の受注獲得を目指して積極的なPR活動を引き続き行っております。 

また、老朽管渠の更生工法である「ライニング工法」（旧「パルテムＳＺ工法」および「旧ホースライニン

グ工法」）、「パルテム・フローリング工法」につきましてもそれぞれ工法協会員として、受注拡大に向けて

鋭意活動中であります。 

以上が、当事業年度における当社の主要な研究開発活動でありますが、さらに他社との差別化や一層の受注拡

大を図るため、新技術の開発、従来技術の向上を実現するため、今後も積極的に活動してまいります。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。当

社は、この財務諸表の作成にあたっては、経営者により過去の実績や状況に応じ合理的と考えられる見積り及び判

断を行い、それらに対して継続して評価を行っております。また、実際の結果は見積りによる不確実性があるた

め、これらの見積りと異なる場合があります。 

(2）当事業年度の経営成績の分析 

 平成15年度に策定しました「新経営改革計画」ついて鋭意促進してまいりましたが、元従業員による証券取引法

違反等一連の不祥事の影響を受け、受注高3,159百万円（前期比7.6％減）となり、売上高につきましては、2,669

百万円(前期比31.5％減）にとどまりました。 

 営業利益については、販売費及び一般管理費は固定経費の縮減効果が表れ前期より91百万円減少となりました

が、工事原価は、大型工事の予定外費用の発生等もあり、工事原価縮減には至りませんでした。この結果483百万

円の営業損失となりました。今後は、ISO＆コストマネジメントシステムの導入により、工事原価管理を徹底し工

事原価の縮減に努力いたします。 

 営業外費用のうち借入金の返済に伴い「支払利息」が前事業年度より８百万円減少しており、また、第三者割当

増資に伴い新株発行費が81百万円増加しております。この結果、経常損失は528百万円と前事業年度と比べ227百万

円増加しております。以上により、当期純損失は519百万円と前事業年度に比べ147百万円増加しております。 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 ４［事業等のリスク］に記載のとおりであります。 

(4）財政状態の分析 

 平成14年12月20日決議され発行された新株予約権の行使によるものが156百万円あり、また、平成17年6月22日決

議、7月12日実施された第三者割当増資により、2,200百万円の資金を調達した結果、資本金および資本準備金はそ

れぞれ前事業年度より1,178百万円増加しております。また、当該資金は主に借入金の返済に充当したため、借入

金は前事業年度より833百万円減少しております。 

 したがって、当期純損失も含んだ繰越損失が拡大しましたが、自己資本比率は40.8％から78.2％へと上昇してお

ります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度に実施した設備投資総額は81百万円でありその内訳は、コア事業である推進工事の受注拡大を図るた

め、ＮＵＣ工法機械の購入に36百万円、プラズマモール工法機械の購入に24百万円の設備投資を行いました。 

  また、会計業務の効率化を図るために、会計ソフトの導入に16百万円の設備投資も行いました。 

 なお、当事業年度中に重要な影響を及ぼす設備の売却、撤去等はありません。 

 設備の状況における各項目の金額は消費税等抜きで表示しております。 

２【主要な設備の状況】 

 当社は全国に支店、営業所、及び出張所を設置し運営しております。 

 主な事業所は、以下のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。 

  平成17年９月30日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数 
(人) 

建物 
（千円） 

構築物 
（千円） 

機械及び装
置 
（千円） 

車両及び運
搬具 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 

(大阪府枚方市) 

全社的管理 

業務施設 
88,954 2,885 175,424 516 

80,192 

(1,239)
13,092 361,065 23 

東京支店 

(東京都世田谷区) 
支店業務施設 92,372 7,106 8,873 323 

251,193 

(6,289)
3,549 363,419 11 

名古屋支店 

(名古屋市守山区) 
支店業務施設 104,118 14,251 7,114 －  

109,291 

(3,728)
4,848 239,624 14 

仙台支店 

(仙台市青葉区) 
支店業務施設 2,736 465 4,717 652 

20,751 

(6,644)
2,408 31,731 12 

九州支店 

(福岡市南区) 
支店業務施設 1,681 287 4,837 2 

21,343 

(2,200)
3,107 31,259 10 

中国支店 

(広島県福山市) 
支店業務施設 － － 396 127 － 367 891 7 

和歌山支店 

(和歌山県和歌山

市) 

支店業務施設 － － 249 732 － 367 1,348 10 



２．事業所別土地の主な内訳は次のとおりであります。 

３．機材センターは、機械機材の整備・保管を主な目的としております。 

４．上記のほか、リース契約による主な賃借資産は、下記のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

事業所 所在地 面積（㎡） 金額（千円） 

本社 
大阪府枚方市 

（本社・機材センター） 
1,239 80,192 

東京支店 

東京都世田谷区岡本 

（支店） 
281 135,444 

茨城県結城郡石下町 

（機材センター） 
6,008 115,749 

名古屋支店 

名古屋市守山区 

（支店） 
446 2,160 

愛知県瀬戸市坂上町 

（機材センター） 
1,553 38,131 

愛知県瀬戸市井戸金町 

（宿舎） 
1,193 36,000 

岐阜県多治見市 

（機材センター） 
535 33,000 

仙台支店 

宮城県名取市 

（機材センター） 
2,892 3,471 

岩手県紫波郡矢巾町 

（機材センター） 
3,752 17,279 

九州支店 

熊本県玉名郡岱明町 

（機材センター） 
222 5,256 

宮崎県えびの市 

（機材センター） 
1,978 16,087 

名称 台数 リース期間 
リース料(年間) 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

Ｅxpress5800／120Ｍd 一式 60ヵ月 7,083 1,770 

ＸＥＲＯＸ DOCUCOLOR 1250CPDA ７台 60ヵ月 2,748 2,519 

車両及び運搬具  59台 12～60ヵ月 12,971 13,180 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 平成17年10月24日を払込期日とする第三者割当増資により、発行済株式総数が160,000,000株増加しておりま

す。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 640,000,000 

計 640,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成17年12月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 164,428,513 324,428,513 ㈱ジャスダック証券取引所 － 

計 164,428,513 324,428,513 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．資本準備金の減少は、前期決算の損失処理によるものであります。 

２．第三者割当    11,000,000株 

発行価額    33円 

資本組入額   17円 

割当先     エコロジーファンド投資組合１号、エコロジーファンド投資組合２号、エコロジーファ

ンド投資組合３号 

３．新株予約権の権利行使による増加であります。 

４. 第三者割当    100,000,000株 

発行価額    22円 

資本組入額   11円 

割当先     ㈱ワールドビジョン、㈱マーケティングアール、Ｔ．Ｈ．Ｋ投資事業組合、㈱サンエー

コーポレーション、リバー・フィールド投資事業組合、ワールド投資事業組合 

５.平成17年10月24日を払込期日とする第三者割当増資により、発行株式総数が324,428千株、資本金および資本

準備金がそれぞれ5,440百万円増加しております。 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式1,976株は「個人その他」に１単元及び「単元未満株式の状況」に976株を含めて記載しておりま

す。 

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が41単元含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年12月21日 

（注）１． 
－ 5,428,513 － 805,675 △77,687 734,332 

平成14年９月26日 

（注）２． 
11,000,000 16,428,513 187,000 992,675 176,000 910,332 

平成14年10月１日 

～平成15年９月30日 

（注）３． 

38,000,000 54,428,513 494,000 1,486,675 494,000 1,404,332 

平成15年10月１日 

～平成16年９月30日 

（注）３． 

4,000,000 58,428,513 52,000 1,538,675 52,000 1,456,332 

平成17年７月12日 

（注）４． 
100,000,000 158,428,513 1,100,000 2,638,675 1,100,000 2,556,332 

平成16年10月１日 

～平成17年９月30日 

（注）３． 

6,000,000 164,428,513 78,000 2,716,675 78,000 2,634,332 

  平成17年９月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 3 10 69 6 8 8,150 8,246 － 

所有株式数

（単元） 
－ 6,015 4,851 48,209 621 56 104,649 164,401 27,513 

所有株式数の

割合（％） 
－ 3.66 2.95 29.32 0.38 0.03 63.66 100 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記以外に証券保管振替機構名義の株式が41千株あります。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が41,000株（議決権の数41

個）が含まれています。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ワールドビジョン 東京都港区芝大門１丁目１－８ 23,000 13.9 

株式会社マーケティングアー

ル 

東京都港区芝大門１丁目４－１０大蔵ビル

ディ ング３階 
20,000 12.2 

Ｔ.Ｈ.Ｋ投資事業組合 東京都中央区日本橋蛎殻町１丁目１３－４ 16,781 10.2 

リバー・フィールド投資事業

組合 
東京都江戸川区西葛西６丁目２１－９ 12,000 7.3 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２丁目４－６ 5,994 3.6 

立花証券株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町１丁目１３－１

４ 
2,953 1.8 

榎本 繁 大阪市西成区梅南１丁目４－４－３０７ 2,500 1.5 

株式会社サンエーコーポレー

ション 
東京都港区芝浦４丁目２－２３ 2,500 1.5 

株式会社ユニオンアセット 東京都港区赤坂８丁目５－４ 1,500 0.9 

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番４号 1,330 0.8 

計 － 88,558 53.9 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式164,400,000 164,400 － 

単元未満株式 普通株式   27,513 － － 

発行済株式総数 164,428,513 － － 

総株主の議決権 － 164,400 － 



②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、商法第280条ノ20

および第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行することを、平成17年９月15日の臨時株主総会において

特別決議されたものであります。 

 当該制度の内容は、次のとおりであります。 

 （注）１．当社が当社普通株式につき、株式分割または株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し

(１株未満の端数は切り捨て)、新株予約権の目的となる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使

または消却されていない新株予約券の総数を乗じた数とする。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率 

２．各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各新株予約権の行使により発行または移転する新株式１

株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に行使株式数を乗じた金額とする。 

行使価額は、発行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）におけるジャスダック証券取引

所における当社普通株式の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げる）とする。 

ただし、その金額が発行日の前日のジャスダック証券取引所における当社普通株式の終値（当日に終値がな

い場合は、これに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値を行使価額とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上記行使価額は分割または併合の比

率に応じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

また時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を除く）が行わ

れる場合、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げるものとする。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

南野建設株式会社 

大阪府枚方市 

池之宮２丁目３番

６号 

1,000 － 1,000 0.0 

計 － 1,000 － 1,000 0.0 

決議年月日 平成17年９月15日 

付与対象者の区分および人数 
当社および当社子会社の取締役、執行役員、監査役、顧問お

よび従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 10,000,000株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 未定（注）２ 

新株予約権の行使期間 新株予約権の発行の翌日から５年間 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」とい

う）は、権利行使の際に、当社及び当社子会社の取締役、執

行役員、監査役、顧問および従業員の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職、転籍、そ 

の他正当な理由があると認めた場合は、この限りでない。 

新株予約権者の権利行使期間内の死亡の場合には新株予約権

者の相続人は、新株予約権を相続する。 

その他の権利行使の条件は、新株予約権割当に関する契約に

定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する 

調整後行使価格 ＝ 調整前行使価格 × 
１ 

分割（または併合）の比率



上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替える

ものとする。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める行使価格の調整を行うものとする。 

       既発行

株式数
＋
新規発行・処分株式数×１株当たりの発行・処分価額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行・処分株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主の皆様に対する安定した利益還元を経営の重点課題のひとつと考え、通期の業績に見合った配当を行

うことを基本としつつ、配当性向を高め、また企業体質の強化と今後の事業展開に備えるための内部留保の充実等を

勘案して決定する方針であります。しかし、当事業年度は遺憾ながら無配当とさせていただきました。今後とも企業

体質の強化に努め、株主の皆様のご期待に沿うべく努力してまいる所存でございます。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日より㈱ジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表のものであります。なお、第60期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の

公表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、㈱ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

最高（円） 80 175 350 59 146 

最低（円） 55 28 30 14 19 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 25 22 118 141 128 146 

最低（円） 20 19 20 76 91 109 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

社長 
  南野 利明 昭和39年９月27日生 

平成９年７月 当社入社 

平成11年12月 当社取締役社長付次長 

平成12年７月 当社取締役企画室長 

平成13年12月 当社専務取締役 

平成15年12月 当社代表取締役社長（現任） 
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代表取締役 

専務取締役 
  長澤 正信 昭和17年１月25日生 

昭和57年６月 当社入社 

昭和61年12月 当社盛岡営業所長 

平成10年12月 当社仙台支店長 

平成13年12月 当社取締役仙台支店長 

平成14年２月 当社取締役東日本事業部長 

平成15年12月 当社常務取締役 

平成17年12月 代表取締役専務取締役（現任） 

6 

取締役   本多 貞夫 昭和23年３月24日生 

昭和46年４月 

昭和51年９月 

昭和57年９月 

昭和61年10月 

平成11年４月 

日新火災海上保険株式会社入社 

株式会社第一ホテル入社 

富士ランド株式会社入社 

ＡＳＩインテック株式会社入社 

ホンダ事務所開設所長 

平成17年９月 当社取締役（現任） 

－ 

取締役   リチャード・イズミ 昭和28年６月14日生 

昭和46年６月 

昭和52年７月 

昭和52年12月 

  

  

平成10年８月 

平成11年９月 

山一インターナショナル入社 

同社退社 

プライス・ウォーターハウス元代

表社員 米国公認会計士 

米国公認会計士資格取得 

同社退社 

ＥＣＯ２、ＬＩＣ代表取締役 

平成17年９月 当社取締役（現任） 

－ 

取締役   水島  冠 昭和35年６月５日生 

昭和59年４月 

平成10年４月 

平成14年３月 

  

平成17年３月 

平成17年９月 

山一証券株式会社入社 

ファンテック株式会社代表取締役 

ビートラステッドジャパン株式会

社代表取締役 

同社取締役退任 

当社取締役（現任） 

－ 

取締役   島津 弘巳 昭和28年５月12日生 

昭和52年４月 当社入社 

平成16年４月 当社土木本部技術開発部部長 

平成17年10月 A.Cホールディングス準備室室長 

平成17年12月 

平成17年12月 

当社総務部長 

当社取締役総務部長（現任） 

14 

取締役   
 畠 アイラ フラ

ンシス 正幸 
昭和37年４月４日生 

平成15年４月 Microvision. Inc.,Bothell  

Washington U.S.A 顧問 

平成15年10月 Jaalas Inc., San Diego, 

California U.S.A 副社長 

Top Victory Electronics (台湾） 

顧問（現任） 

平成17年６月 Bellamax,Inc., San Francisco  

California U.S.A 専務（現任） 

－ 

監査役   小林 俊範 昭和６年６月15日生 

昭和29年４月 大阪国税局入局 

平成２年７月 同局を定年退職 

平成２年８月 税理士事務所開業（現任） 

平成２年８月 当社顧問税理士 

平成16年12月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役   中村 利一郎 昭和11年11月17日生 

昭和34年４月 株式会社中村組入社 

昭和34年12月 同社専務取締役 

昭和48年５月 同社代表取締役専務 

昭和51年12月 同社代表取締役社長 

平成14年12月 同社取締役会長（現任） 

平成15年12月 当社監査役（現任） 

20 

 



 （注）１．取締役本多貞夫、取締役リチャード・イズミ、取締役水島冠及び取締役畠アイラフランシス正幸は、商法第

188条第２項第７号の２に定める社外取締役であります。 

    ２．監査役小林俊範、監査役中村利一郎及び監査役降幡敏之は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関す

る法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

監査役   降幡 敏之 昭和34年６月12日生 

昭和57年３月 

昭和62年１月 

昭和62年５月 

株式会社山田製作所入社 

同社退社 

株式会社オーガスタ取締役 

平成17年９月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役   吉本 暢男 昭和17年５月９日生 

昭和41年４月 当社入社 

平成９年12月 当社経理部長 

平成13年12月 当社執行役員経理部長 

平成16年８月 

平成17年12月 

当社執行役員管理本部長 

当社監査役（現任） 

11 

        計 266 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 （コーポレート・ガバナンスの充実に関する基本的な考え方） 

 当社は、企業の公正かつ継続的な発展のためには、経営管理組織が適正に運営され、各構成員が正しい情報を迅 

速に把握、共有し、環境の変化に対応した適切な意志決定を行うとともに、情報の適時開示や監視機能の充実によっ

て経営の健全性と透明性を維持していくことが重要であると考えております。  

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

1）会社の経営上の意志決定、執行および監督に係わる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

①取締役会は月１回原則開催し、業務執行に関する意志決定と取締役の監督機関として位置付けており、７名の取

締役により構成され、内４名は社外取締役であります。 

②当社は監査役会制度を採用しております。監査役会は２ヶ月に１回開催し、４名の監査役により構成され、内３

名は社外監査役であり、監査方針および監査計画に基づき取締役会のほか重要な会議に出席をしたり、本社部

門、地方店所を実地調査したり取締役の職務執行について監査業務を行っております。 

③内部監査については、社長直轄の組織とし、「内部監査チーム」を編成し、監査役監査と協力して関係法令およ

び社内規程の遵守を含め必要な監査を行っております。 

④社外からの監理機関を充実させるため、弁護士事務所との顧問契約による法務面の専門的な指導を受けておりま

す。また、会計監査の執行業務は、公認会計士 岡庄吾、公認会計士 大谷康弘により行われており、その過程で

業務上の改善につながる提案を受けております。 

なお、当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、大谷康弘氏(継続監査年数１年)、岡庄吾氏(同１年)であ

り、会計監査業務に係る補助者は公認会計士４名です。また、監査意見表明のための審査は、監査業務を執行し

た公認会計士の事務所に属していない外部の公認会計士２名に委託しております。 

⑤内部統制システムおよびリスク管理体制（様式図参照） 

⑥その他 

 （役員報酬の内容） 

 取締役  30,854千円    監査役  5,791千円 

 （監査報酬の内容） 

 監査契約に基づく監査証明に係わる報酬の金額  8,000千円 

2）会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 社外監査役３名のうち１名は、当社と営業取引関係にあります株式会社中村組の取締役会長であり、当社株式

20,000株を所有しております。その他の社外監査役２名および、社外取締役４名は、当社との人的関係、資本関

係又は取引関係その他の利害関係はありません 



3）会社のコーポレート・ガバナンスに向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

①「コンプライアンス推進委員会」の設置 

    本年3月より取締役会、部門長会議にて、不祥事の原因究明や改善対策の検討を行い、4月27日付けで社長直 

轄の定常組織とし「コンプライアンス推進委員会」を設置いたしました。 

同委員会は執行役員管理本部長を委員長とし、全取締役と全監査役ならびに全部門長で構成し、社内コンプ 

ライアンス意識の向上を図る推進母体であります。 

②コンプライアンス意識の徹底 

すべての法令・社内規程の遵守や企業人・社会人として求められる価値観や倫理観に基づく行動を徹底する 

ため、全職員を対象に「コンプライアンスに関するガイドライン」を作成・周知することにより、コンプライ 

アンスの意識の徹底を図るとともに、ルール遵守の「誓約書」の提出を義務付けることといたしました。 

③規程・組織体制の見直しと内部牽制の強化 

「内部情報管理および内部取引規制に関する規程」の改定、「個人情報管理規程」および「倫理・コンプラ 

イアンス規程」の制定とともに、全部門情報管理責任者の指名ならびに全部門に対する「コンプライアンス報 

告書」定期提出の義務付け等の実施により、チェック体制の強化を図っております。 

また、コンプライアンス推進委員会ならびに監査役会と連携し、内部監査の強化のためのシステム構築を重 

要なテーマとして取り組んでまいります。 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に

より作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日

内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第59期事業年度（平成15年10月１日から平成16年９月30日ま

で）の財務諸表については、新日本監査法人により監査を受け、また第60期事業年度（平成16年10月１日から平成17

年９月30日まで）の財務諸表については、公認会計士大谷康弘氏、公認会計士岡庄吾氏により監査を受けておりま

す。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

第59期事業年度 新日本監査法人 

第60期事業年度 公認会計士大谷康弘氏、公認会計士岡庄吾氏 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金預金 ※1. 674,130 2,008,302 

２．受取手形 ※2. 265,361 188,667 

３．完成工事未収入金 582,809 183,437 

４．有価証券 22,428 71,737 

５．未成工事支出金 306,513 298,083 

６．材料貯蔵品 8,798 5,859 

７．前払費用 24,657 19,066 

８．未収収益 11 3 

９．未収入金 16,075 44,402 

10．その他流動資産 13,930 1,607 

11．貸倒引当金 △36,160 △25,730 

流動資産合計 1,878,557 56.7 2,795,438 68.4

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産   

１．建物 ※1. 564,110 529,904   

減価償却累計額 △245,271 318,838 △240,040 289,863 

２．構築物 ※1. 70,068 70,068   

減価償却累計額 △42,131 27,937 △45,072 24,996 

３．機械及び装置 2,292,367 2,346,129   

減価償却累計額 △2,100,710 191,657 △2,144,515 201,614 

４．車両及び運搬具 32,193 26,053   

減価償却累計額 △29,175 3,017 △23,699 2,353 

５．工具器具備品 362,846 333,586   

減価償却累計額 △338,944 23,902 △305,845 27,741 

６．土地 ※1. 482,772 482,772 

有形固定資産計 1,048,124 31.7 1,029,341 25.2

 



   
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産    

１．電話加入権  5,271 5,271 

２．ソフトウェア  2,871 11,230 

無形固定資産計  8,142 0.2 16,501 0.4

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券  264,149 197,433 

２．関係会社株式  20,000 30,000 

３．出資金  21,616 3,330 

４．破産債権、更生債権
等 

 110,293 28,498 

５．長期貸付金  1,610 1,381 

６．長期前払費用  6,485 462 

７．保険積立金  41,660 112 

８．長期保証金  13,408 12,687 

９．長期預け金  22,600 9,000 

10．貸倒引当金  △126,173 △37,082 

投資その他の資産計  375,650 11.4 245,822 6.0

固定資産合計  1,431,917 43.3 1,291,666 31.6

資産合計  3,310,474 100.0 4,087,104 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形  353,460 135,458 

２．工事未払金  332,732 161,306 

３．短期借入金 ※1. 530,000 － 

４．１年以内に返済予定の
長期借入金 

※1. 79,756 － 

５．未払金  23,634 46,374 

６．未払費用  3,740 － 

７．未払法人税等  13,226 24,500 

８．未払消費税等  11,144 － 

９．未成工事受入金  116,552 185,790 

 



  
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

10．預り金 10,597 6,030 

11．受注工事損失引当金 － 6,000 

12．賞与引当金 11,570 10,490 

13．設備関係支払手形 － 3,818 

流動負債合計 1,486,415 44.9 579,770 14.2

Ⅱ 固定負債   

１．長期借入金 ※1. 223,582 － 

２．退職給付引当金 239,308 296,932 

３．繰延税金負債 10,408 15,687 

固定負債合計 473,299 14.3 312,619 7.6

負債合計 1,959,714 59.2 892,389 21.8

    

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※3. 1,538,675 46.5 2,716,675 66.5

Ⅱ 資本剰余金   

資本準備金 1,456,332 2,634,332   

資本剰余金合計 1,456,332 44.0 2,634,332 64.4

Ⅲ 利益剰余金   

当期未処理損失 1,659,310 2,179,065   

利益剰余金合計 △1,659,310 △50.1 △2,179,065 △53.2

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

15,202 0.4 22,912 0.5

Ⅴ 自己株式 ※5. △141 △0.0 △141 △0.0

資本合計 1,350,760 40.8 3,194,714 78.2

負債・資本合計 3,310,474 100.0 4,087,104 100.0 

    



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
比率 
（％） 

金額（千円） 
比率 
（％） 

Ⅰ 売上高   

完成工事高 3,896,934 100.0 2,669,506 100.0 

Ⅱ 売上原価   

完成工事原価 3,573,289 91.7 2,629,210 98.5

完成工事総利益 323,644 8.3 40,296 1.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．役員報酬 45,470 36,645   

２．給料手当 230,240 180,604   

３．賞与引当金繰入額 12,371 4,190   

４．退職給付費用 25,539 11,903   

５．法定福利費 33,009 31,243   

６．福利厚生費 3,289 3,050   

７．修繕維持費 5,772 3,797   

８．事務用品費 29,817 29,206   

９．通信費 11,680 10,760   

10．交通費 40,551 37,542   

11．動力用水光熱費 7,062 6,139   

12．調査研究費 ※2. 180 4,671   

13．広告宣伝費 2,665 1,169   

14．交際費 18,016 19,330   

15．会費 8,404 9,575   

16．寄付金 1,804 1,980   

17．地代 4,010 2,452   

18．家賃 32,365 17,352   

19．租税公課 6,445 16,721   

20．保険料 5,611 3,663   

21．減価償却費 10,121 10,829   

22．貸倒引当金繰入額 36,918 4,000   

23．雑費 44,210 615,558 15.8 77,168 523,997 19.6

営業損失 291,913 △7.5 483,701 △18.1

 



  
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
比率 
（％） 

金額（千円） 
比率 
（％） 

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息 1,034 387   

２．有価証券利息 45 483   

３．受取配当金 521 5,266   

４．機材貸出料 8,102 －   

５．工法使用料 1,358 －   

６．家賃収入 5,327   －   

７．投資事業組合運用益 －     32,080   

８．その他 6,037 22,428 0.6 28,211 66,429 2.5

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息 24,359 15,425   

２．新株発行費 4,635 86,051   

３．その他 2,342 31,337 0.8 9,325 110,802 4.2

経常損失 300,822 △7.7 528,075 △19.8

Ⅵ 特別利益   

１．投資有価証券売却益 500 27,722   

２．貸倒引当金戻入益 6,138 27,063   

３．設備売却益   －     8,000   

４. 工事補償金   －     15,000   

５. 会員権売却益   － 6,638 0.2 3,839 81,624 3.1

Ⅶ 特別損失   

１．固定資産除却損 ※1. 7,102 16,938   

２．投資有価証券評価損 － 150   

３．退職給付会計変更時差
異償却額 

41,429 41,429   

４．貸倒引当金繰入額 1,000 －   

５．特別優遇退職金 1,914 －   

６．役員退職慰労金 5,150 －   

７．その他 8,039 64,635 1.7 1,486 60,004 2.2

 



   
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
比率 
（％） 

金額（千円） 
比率 
（％） 

税引前当期純損失  358,820 △9.2 506,455 △19.0

法人税、住民税及び事
業税 

 13,100 0.3 13,300 0.5

当期純損失  371,920 △9.5 519,755 △19.5

前期繰越損失  1,287,389 1,659,310 

当期未処理損失  1,659,310 2,179,065 

     



完成工事原価報告書 

 （注） 原価計算の方法は個別原価計算の方法により工事ごとに原価を材料費、労務費、外注加工費、経費に分類集計

しております。なお、第60期の経費には、受注工事損失引当金繰入額6,000千円含んでおります。 

    
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．材料費  358,712 10.0 301,695 11.5

２．労務費  177,047 5.0 58,647 2.2

３．外注加工費  2,323,495 65.0 1,666,519 63.4

４．経費  714,034 20.0 602,347 22.9

（うち人件費）  (287,347) (8.0) (275,244) (10.5)

合計   3,573,289 100.0 2,629,210 100.0 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

      

税引前当期純利益・損失
(△) 

  △358,820 △506,455 

減価償却費   79,476 74,441 

貸倒引当金の増加・減少
(△)額 

  △6,948 △19,455 

完成工事補償引当金の増
加・減少(△)額 

  △528 － 

受注工事損失引当金の増
加・減少(△)額  

  －  6,000 

賞与引当金の増加・減少
(△）額 

  △2,270 △1,080 

退職給付引当金の増加・
減少(△)額 

  25,644 57,623 

投資有価証券売却損・益
(△) 

  △500 △27,722 

受取利息及び受取配当金   △1,555 △6,136 

支払利息   24,359 15,425 

固定資産除却損   7,102 14,816 

新株発行費   － 86,051 

売上債権の減少・増加
(△)額 

  △134,079 476,065 

未成工事支出金の減少・
増加(△)額 

  △74,423 8,430 

たな卸資産の減少・増加
(△)額 

  43 2,939 

仕入債務の増加・減少
(△)額 

  12,466 △389,427 

未払消費税等の増加・減
少（△）額 

  11,144 △11,144 

未収消費税等の増加
(△)・減少額 

  － △19,174 

未成工事受入金の増加・
減少(△)額  

  △29,405 69,237 

その他   5,282 △28,128 

小計   △443,012 △197,692 

利息及び配当金の受取額   1,849 6,144 

利息の支払額   △25,366 △11,568 

保険積立金の受取額    －  40,784 

破産更生債権の回収    －  9,029 

法人税等の支払額   △11,921 △13,631 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △478,451 △166,934 

 



    
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

      

定期預金の預入による支
出 

  △43,850 －  

定期預金の払戻による収
入 

  378,200 17,950 

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △5,971 △43,125 

投資有価証券の取得によ
る支出 

  △11 △99 

投資有価証券の売却によ
る収入 

  1,150 66,390 

投資有価証券の償還によ
る収入  

  －  35,300 

無形固定資産の取得によ
る支出 

  △2,370 △9,530 

貸付による支出   △9,250 △1,121 

貸付金の回収による収入   8,388 1,230 

その他   27,031 15,452 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  353,317 82,445 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

      

短期借入金純増加・減少
(△)額 

  75,600 △530,000 

長期借入れによる収入   100,000 － 

長期借入金の返済による
支出 

  △308,020 △303,338 

株式の発行による収入   104,000 2,269,948 

自己株式の取得による支
出 

  △14 － 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △28,434 1,436,610 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加・減少(△)額 

  △153,568 1,352,121 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  809,749 656,180 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末
残高 

※ 656,180 2,008,302 

        



④【損失処理計算書】 

   
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成16年12月17日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年12月22日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失  1,659,310 2,179,065

Ⅱ 損失処理額    

   法定準備金取崩額    

    資本準備金取崩額  － 2,179,065

Ⅲ 次期繰越損失  1,659,310 －

   



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 当社は前々期391百万円、前期359百万円、当期291百万

円の重要な営業損失を連続して計上しており、当該状況

により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在して

おります。 

 当社はこの状況を解消すべく、前期新たに策定した

「新経営改革計画」を鋭意促進するとともに、低コスト

経営による収益力の改善を図るため、当期におきまして

も追加施策を計画し、心機一転本社を移転し本社組織変

更を行い（平成16年８月17日）、経営再建を進めており

ます。 

 追加施策および計画の主な内容は次のとおりです。 

  

  

                  ──────  

                         

(1）本社「管理本部」中心の固定経費の縮減 

① 本社移転（平成16年８月17日） 

 本社を大阪府枚方市の当社大阪支店内（自社

ビル）に移転し、業務の効率化と経費の縮減を

図ります。 

② 固定経費の更なる縮減（「シェイプアッププラ

ン」の実施） 

 

(2）本社「土木本部」による工事原価の縮減および逸

失利益の削減 

① ISO9001の認証取得（平成16年12月） 

② 「工事原価管理システム」の導入およびチェッ

クシステムの構築による工事原価、逸失利益の

縮減 

③ TQCワーキング（工事責任者会議）の実施による

施行、原価管理レベルの向上 

 

(3）本社「営業本部」による受注対策 

① 営業戦略会議の実施による元請工事、一般土木

工事の受注比率の向上 

② 自社開発工法のNUC工法等の営業展開 

③ 水道本管非開削布設替えの「プラズマモール工

法」の協会活動 

  

  

  

  

 



前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

(4）財務体質の強化 

 当期において新株予約権の行使による新株式を

4,000,000株発行し、104百万円を調達いたしまし

た。 

 当期も当該計画に基づいて再建に努力いたしまし

たが、受注の伸び悩みや一部工事の予定外原価の発

生等により、計画目標を達成することができません

でした。 

 翌期以降、原価・経費面では、これまでに実施し

た本社移転による固定費削減など、採算重視の経営

方針の徹底と組織の簡素化・効率化による原価・経

費の縮減が見込まれます。一方、受注面では、上記

受注対策を強力に推進し、計画目標の達成を使命と

して努めてまいりますが、公共工事の抑制など当業

界を取巻く環境には大きな変化がなく、受注高・完

成工事高の本格的な回復はなお困難な状況にありま

す。 

 資金面における現状況では、取引金融機関からの

新規追加調達の見通しが低いこと、また新株予約権

の未行使残高が6,000個と少なくなっていることか

ら、翌期において受注高・完成工事高が計画通り回

復せず、新たな資金調達手段を見出せない場合に

は、資金繰りが逼迫する可能性があります。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反

映しておりません。 

  

        

         

        

         ────── 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

未成工事支出金 

 個別法による原価法 

未成工事支出金 

同左 

 材料貯蔵品 

 先入先出法による原価法 

材料貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産………定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

 建物      ６～50年 

 機械及び装置  ３～10年 

有形固定資産 

同左 

 無形固定資産………定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用）につ

いては、社内における見込利用可能期間

（５年）による定額法を採用しておりま

す。 

無形固定資産 

同左 

４．繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

新株発行費 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備えるた

め、将来の支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、退

職給付会計に関する実務指針（日本公

認会計士協会 会計制度委員会報告第

13号）に定める簡便法（期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法）

により、当期末において発生している

と認められる額を計上しております。 

 なお、退職給付会計変更時差異

（207,148千円）については、５年によ

る按分額を特別損失として計上してお

ります。 

(3）退職給付引当金 

  

同左 

    

  

 ────── 

(4）受注工事損失引当金 

  受注工事の損失に備えるため、手持 

 受注工事のうち当事業年度末以降損失 

 が確実視され、かつ、その金額を合理 

 的に見積もることが出来る工事につい 

 ては、当事業年度末以降に発生が見込 

 まれる損失額を計上しております。 

（追加情報） 

  手持受注工事のうち、当事業年度末 

 で損失が確実視される工事が新たに発 

 生したため、当事業年度末以降に発生 

 が見込まれる損失を引当計上しており 

 ます。この結果、当事業年度の営業損 

 失、経常損失及び税引前当期純損失が 

 それぞれ6,000千円増加しております。 

６．収益及び費用の計上基準 完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は、工事完成基準に

よっております。 

完成工事高の計上基準 

同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

９．消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 従来、子会社株式については、「子会社株式」として

表示しておりましたが、当期より、新たに関連会社株式

を取得したため、「関係会社株式」に含めて表示してお

ります。 

────── 

──────  前事業年度まで区分掲記しておりました「機材貸出

料」、「工法使用料」および「家賃収入」は営業外収益

の100分の10以下となったため、当事業年度より営業外収

益の「その他」に含めて表示しております。  

 なお、当事業年度の営業外収益の「その他」に含まれ

る「機材貸出料」、「工法使用料」および「家賃収入」

はそれぞれ、5,899千円、856千円および4,099千円であり

ます。 

 

 前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示

しておりました「投資事業組合運用益」は営業外収益の

100分の10以上となったため、当事業年度より区分掲記し

ております。  

 なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に含まれ

る「投資事業組合運用益」は、1,153千円であります。  

  

 「証券取引法の一部を改正する法律」(平成16年法律第

97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１日

より適用となること、および「金融商品会計に関する実

務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年２月15

日付で改正されたことに伴い、当事業年度から投資事業

有限責任組合およびこれに類する組合への出資(証券取引

法第２条第２項により有価証券とみなされるもの)を投資

有価証券として表示する方法に変更しました。 

 なお、当事業年度末の「投資有価証券」に含まれる当

該出資の額は、7,978千円であり、前事業年度末における

「出資金」に含まれる当該出資の額は18,286千円であり

ます。 



追加情報 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

──────  （法人事業税の外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第9

号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月1日以

降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委員会実務

対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割および

資本割については、販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が11,200千円増加

し、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失が11,200

千円増加しております。  

 (新株発行によるキャッシュ・フロー) 

 新株発行による資金調達のキャッシュ・フローについ

ては、従来、新株発行費に重要性が認められなかったた

め、キャッシュ・フロー計算書において総額で表示して

おりました。 

 しかし、新株発行による多額の資金調達の実行に伴っ

て、多額の新株発行費が発生したことにより、その重要

性が認められることとなったため、当事業年度より、発

行価格から新株発行費を控除した実質手取額により表示

することと致しました。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業

活動によるキャッシュ・フローの「新株発行費」は

86,051千円増加し、財務活動によるキャッシュ・フロー

の「株式の発行による収入」は同額減少しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年９月30日） 

当事業年度 
（平成17年９月30日） 

※１．このうち、担保に供している資産及びこれに対応

する債務は、次のとおりであります。 
          ────── 

建物 258,960千円

土地 422,076千円

構築物 23,427千円

現金預金 474,000千円

合計 1,178,463千円

   

   

   

   

   

上記に対応する債務   

短期借入金 530,000千円

長期借入金 303,338千円

（１年以内返済予定額を含む）  

合計 833,338千円

   

   

   

   

 当社の金融機関に対する債務833,338千円につい

て、当社は土地建物等を担保に供するとともに、

一部について取締役会長南野孝彦が276,938千円及

び代表取締役社長南野利明が個人として債務保証

275,938千円を行っております。 

 なお、当社は当該債務保証について保証料の支

払及び担保の提供は行っておりません。 

 

          ──────  ※２．受取手形 

 裏書譲渡高 3,718千円

 ※３．会社が発行する株式の総数及び発行済株式の総数  ※３．会社が発行する株式の総数及び発行済株式の総数 

会社が発行する株式の総数 

普通株式 200,000,000株

発行済株式の総数  

普通株式 58,428,513株

会社が発行する株式の総数 

普通株式 640,000,000株

発行済株式の総数  

普通株式 164,428,513株

 ４．純資産額からその他有価証券評価差額金を控除し

た額が、資本金、資本準備金の合計額を下回る額 

 ４．純資産額からその他有価証券評価差額金を控除し

た額が、資本金、資本準備金の合計額を下回る額 

  1,659,451千円   2,179,206千円

※５．期末における自己株式数 ※５．期末における自己株式数 

普通株式 1,976株 普通株式 1,976株

 ６．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号の規定により、配当

に充当することが制限されている金額は15,202千

円であります。 

 ６．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号の規定により、配当

に充当することが制限されている金額は 22,912千

円であります。 



（損益計算書関係） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※１．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

機械及び装置 3,216千円

建物 3,545千円

車両運搬具 340千円

計 7,102千円

機械及び装置 529千円

建物 14,095千円

車両運搬具 191千円

除却費用 2,122千円

計 16,938千円

※２．研究開発費の総額 ※２．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 180千円 一般管理費に含まれる研究開発費 4,671千円

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） 

現金預金勘定 674,130千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金及び定期積金 
△17,950千円

現金及び現金同等物 656,180千円

現金預金勘定 2,008,302千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金及び定期積金 
- 千円

現金及び現金同等物 2,008,302千円



（リース取引関係） 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

    

１．リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

取得 
価額 
相当額 
(千円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末 
残高 
相当額 
(千円) 

車両及び
運搬具 

3,540 3,068 472

工具器具
備品 

49,158 35,036 14,121

合計 52,698 38,104 14,593

取得 
価額 
相当額 
(千円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末 
残高 
相当額 
(千円) 

工具器具
備品 

49,158 44,868 4,289

合計 49,158 44,868 4,289

  （注） 取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左 

２．未経過リース料期末残高

相当額 

１年内 10,303千円

１年超 4,289千円

計 14,593千円

１年内 4,289千円

１年超 －千円

計 4,289千円

  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

同左 

３．支払リース料及び減価償

却費相当額 

    

支払リース料 

減価償却費相当額 

  10,539千円

  10,539千円

  10,303千円

  10,303千円

４．減価償却費相当額の算定

方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

 前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

１．売買目的有価証券 

 該当事項はありません。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  種類 

前事業年度（平成16年９月30日） 当事業年度（平成17年９月30日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 38,668 53,172 14,504 99 110 10 

(2）債券             

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 6,754 7,993 1,239 － － － 

③ その他 － － －  － － － 

(3）その他 84,769 106,221 21,452 94,860 147,571 52,710 

小計 130,191 167,387 37,196 94,960 147,681 52,720 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 － － － －  －  ー  

(2）債券             

① 国債・地方債等 － － － －  －  ー  

② 社債 － － － －  －          ー 

③ その他 － － － －  －  ー  

(3）その他 119,996 100,785 △19,211 109,905 95,246 △14,658 

小計 119,996 100,785 △19,211 109,905 95,246 △14,658 

合計   250,188 268,173 17,984 204,865 242,928 38,062 

  
前事業年度（平成16年９月30日） 当事業年度（平成17年９月30日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券     

非上場株式 6,473 6,323 

公社債投資信託 11,931 11,940 

投資事業有限責任組合等 -  7,978 



５．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

６．前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度（平成16年９月30日） 当事業年度（平成17年９月30日） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券                 

(1）国債・地方債等 － － － － －  －  －  －  

(2）社債 7,993 － － － －  －  －  －  

(3）その他 － － － － －  －  －  －  

２．その他 2,504 52,958 28,587 － 71,737 46,763 －  －  

合計 10,497 52,958 28,587 － 71,737 46,763 －  －  

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

1,150 500 － 66,390 27,722 － 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び厚生年金基金制度（総合設立型）を採用しておりま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 当社は、大阪府建設業厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は退職給付会計に関する

実務指針33項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち加入員の割合に基づく平成17年

９月30日現在の年金資産残高は281,205千円であります。 

 なお、当社は退職給付債務及び退職給付費用の算定方法として簡便法を採用しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

 （注） 厚生年金基金制度は含めておりません。 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

(1）退職給付債務（千円） △280,738 △296,932 

(2）会計基準変更時差異の未処理額（千円） 41,429 － 

(3）退職給付引当金（千円） △239,308 △296,932 

  
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

退職給付費用     

(1）勤務費用（千円） 37,988 31,012 

(2）会計処理基準変更時差異の費用処理額

（千円） 
41,429 41,429 

(3）厚生年金基金(総合設立型)への拠出額

（千円） 
15,571 16,974 

(4）退職給付費用（千円） 94,990 89,415 

  
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

会計基準変更時差異の処理年数（年） 5 5 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日） 

 利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

当事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

 利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 47,529千円

賞与引当金損金算入限度超過額 4,701千円

退職給付引当金損金算入限度超

過額 
93,708千円

投資有価証券評価損否認 102,383千円

ゴルフ会員権評価損否認 21,724千円

子会社株式評価損否認 40,637千円

繰越欠損金 560,412千円

繰延税金資産小計 871,097千円

評価性引当額 △871,097千円

繰延税金資産合計 － 

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 23,568千円

賞与引当金損金算入限度超過額 4,263千円

退職給付引当金損金算入限度超

過額 
118,902千円

投資有価証券評価損否認 43,833千円

ゴルフ会員権評価損否認 12,115千円

その他 6,990千円

繰越欠損金 858,944千円

繰延税金資産小計 1,068,618千円

評価性引当額 △1,068,618千円

繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 10,408千円

繰延税金負債合計 10,408千円

繰延税金負債の純額 10,408千円

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 15,687千円

繰延税金負債合計 15,687千円

繰延税金負債の純額 15,687千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因となった主な項目別内訳 

 税引前当期純損失を計上しているため記載しており

ません。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因となった主な項目別内訳 

同左 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）１．当社の金融機関よりの借入金の一部について、取締役会長南野孝彦及び代表取締役社長南野利明が個人とし

て債務保証を行っております。なお、当社は保証料の支払いは行っておりません。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

当事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

  

       該当事項はありません。 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 南野孝彦 － － 
当社 

取締役会長 

(被所有)

直接 

0.8％ 

－ － 
(注)1. 

被債務保証 
276,938 － － 

役員 南野利明 － － 

当社 

代表取締役

社長 

(被所有)

直接 

0.3％ 

－ － 
(注)1. 

被債務保証 
275,938 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産額 23円12銭 19円43銭 

１株当たり当期純損失金額 6円55銭 6円14銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、１株当た

り当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

同左 

  
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり当期純損失金額     

当期純損失（千円） 371,920 519,755 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 371,920 519,755 

期中平均株式数（株） 56,801,774 84,676,537 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

(1)新株予約権の数 

                    6,0000 個 

(2)新株予約権の目的となる株式の 

   種類       普通株式 

(3)新株予約権の目的となる株式の 

   数         6,000,000 株 

(4)新株予約権の行使時の払込金額 

        （単位：円/株）  26 

(5)新株予約権の行使期間 

     自 平成15年1月14日 

     至 平成17年9月30日 

(6)新株予約権の行使により株式を 

  発行する場合の株式の発行価格 

  及び資本組入額  

     発行価格   26 円 

     資本組入額  13 円 

(7)新株予約権の行使の条件 

  新株予約権の行使にあたっては 

  一部行使はできない 

(8)新株予約権の譲渡に関する事項 

  新株予約権の譲渡については取 

  締役会の承認を要する 

     ────── 

  



（重要な後発事象） 

 前事業年度（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 当事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

 (1) 平成17年10月4日開催の当社取締役会において、持株会社として新規事業を行なっていくために、第三者割当によ

   る新株式の発行を決議し、平成17年10月24日に新株式を発行しました。 

 その具体的内容は以下のとおりです。 

 1. 新株式発行要領 

 （１） 発行新株式数   普通株式 160,000,000 株 

 （２） 発行価額     １株につき 68 円 

 （３） 発行価格の総額  10,880,000,000 円 

 （４） 資本組入額    １株につき 34 円 

 （５） 資本組入額の総額 5,440,000,000 円 

 （６） 申込期日     平成17年10月21日（金） 

 （７） 払込期日     平成17年10月24日（月） 

 （８） 配当起算日    平成17年10月 1日（土） 

 （９） 新株交付日    平成17年10月25日（火） 

 （10） 割当先及び株式数 Pan Pacific Advisory Service             62,500,000株 

              ロイヤル投資事業組合           61,000,000株 

              アウローラ インベストメント投資事業組合 20,000,000株 

              Rocket High Investments Limited          10,000,000株 

              ＮＩＳ証券株式会社            4,500,000株 

              未来証券株式会社             2,000,000株 

                               計  160,000,000株 

２．今回の増資による発行済株式総数の推移 

  現在の発行済株式総数  164,428,513 株 （平成17年9月30日 現在） 

  (現在の資本金     2,716,675,650 円） 

  増資による増加株式数  160,000,000 株 

  (増加資本金      5,440,000,000 円) 

    増加後発行済株式総数  324,428,513 株 

  (増加後資本金     8,156,675,650 円)  

 (2) 当社は平成17年12月1日を期して、持株会社へ移行し、商号を「株式会社Ａ.Ｃホールディングス」に変更し、本店

  を東京都世田谷区岡本一丁目17番16号に移転しました。また、同日当社の建設関連事業部門を分社型新設分割し、新

  会社南野建設株式会社を新設しました。 

（新設会社）南野建設株式会社の概要は以下のとおりです。 

 （１） 商号       南野建設株式会社 

 （２） 事業内容     建設関連事業（建設事業及び不動産事業） 

 （３） 設立年月日    平成17年12月1日  

 （４） 本店所在地    大阪府枚方市池之宮二丁目３番６号 

 （５） 代表者      代表取締役社長 南野 利明 

 （６） 資本金      ３億円 (株式会社Ａ.Ｃホールディングス100％出資) 

 （７） 発行株式総数   6,000株 

 （８） 承継する権利義務 建設関連事業に関する資産・負債及びこれに付随する取引契約・雇用契約等 

              一切の権利義務ならびに契約上の地位及びこれに基づく権利義務 

              但し、次に掲げるものは除く。 

               ① 現金及び預金の一部 

               ② 租税債権債務 

               ③ 受取手形及び支払手形（但し、原因債権及び原因債務は承継） 



 (3) 当社は平成17年11月24日開催の当社取締役会において、下記の通り資本の減少を決議いたしました。 

１．減少すべき資本の額 

  当社の資本の額は、2,716,675,650円を1,716,675,650円減少させ、1,000,000,000円といたします。ただ

し、平成17年10月24日払込の第三者割当による新株発行による資本金増加額5,440,000,000円につきまして

も、併せて全額減少いたします。   

２．資本減少額について 

  減少すべき資本の額7,156,675,650円につきましては、その他の資本剰余金（資本金減少差益）としてその

まま据え置く所存です。 

３．資本減少の方法 

  払戻しを行わない無償の減資とします。また、発行済株式数については、変更を行いません。なお、平  

 成17年12月22日開催の第60期定時株主総会において、上記の通り可決されました。 

  

 (4) 当社は平成17年12月6日開催の当社取締役会において、キャピタルゲインを獲得することを目的として、東海観光

   株式会社の新株予約権発行引受先である東京東海ファンド第2号投資事業組合と投資事業組合契約を締結し、当該 

   投資事業組合に出資することを決議し、契約を締結しました。 

 その具体的な内容は以下のとおりです。 

 １. 契約の概要 

  （1）契約先投資事業組合  東京東海ファンド第2号投資事業組合 

  （2）組合契約締結日    平成17年12月6日 

  （3）出資口数       5,850口 （1口につき3,000株、総株数 17,550,000株） 

  （4）出資総額       965,250,000円 （うち、341,550,000円 平成17年12月6日払込済） 

（5） 当社は平成17年12月7日開催の当社取締役会において、運用益の分配を獲得することを目的として、東京平成ファ

    ンド投資事業組合に出資する事を決議し、契約を締結しました。  

 １． 契約の概要 

  （1）契約先投資事業組合  東京平成ファンド投資事業組合 

  （2）組合契約締結日    平成17年12月7日 

  （3）出資金額       2,000,000,000円 （平成17年12月7日払込済） 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他 

有価証券 

㈱富士カントリークラブ 1 50 

㈱エム・シー・エル・コーポレーショ

ン 
73 3,650 

日本国土開発㈱ 19,000 950 

㈱岩手県建設業会館 100 1,000 

㈱ノックス 800 400 

西日本建設業保証㈱ 373 156 

青木あすなろ建設㈱ 136 110 

その他 ２銘柄 355 116 

計 20,838 6,433 



【その他】 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

有価証券 
その他 

有価証券 

（証券投資信託の受益証券）     

ニッセイＴＡＡ株70 2,000 18,832 

公社債投資信託 11,940,531 11,940 

スミセイ株式スーパーブル・オープン 8,000 17,624 

シュローダー・ジャスダック・オープ

ン 
2,000 21,042 

国際株式スーパー・ブルオープン 1,100 2,299 

小計 － 71,737 

投資有価証

券 

その他 

有価証券 

（証券投資信託の受益証券）     

グローバル・アセット・アロケーショ

ン 
93,608,823 95,246 

ＳＧアセットりそなブル225オープン 20,000,000 3,836 

住信次世代ファンド 30,000,000 23,772 

大和ファンドＡＢＣ 19,600,000 12,091 

ジャーデンフレミングジャパンオープ

ン 
6,000,000 8,599 

ジャーデンフレミングヨーロッパ・

Comオープン 
15,000,000 4,548 

ジャーデンフレミングアジア・Comオ

ープン 
9,500,000 10,575 

モルガン・マグナム・ジャパン・オー

プン 
10,000,000 9,805 

インベスコヘルスサイエンスファンド 8,000,000 7,483 

ｉ－フォーカス・オープン 10,000,000 7,064 

ジャフコ・ジェイエス３号投資組合 7,878,350 7,978 

小計 － 190,999 

計 － 262,736 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

３．無形固定資産の金額は資産総額の百分の一以下であるため、「前期末残高」、［当期増加額」及び「当期減

少額」の記載を省略しております。 

【借入金等明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 564,110 740 34,945 529,904 240,040 15,619 289,863 

構築物 70,068 － － 70,068 45,072 2,940 24,996 

機械及び装置 2,292,367 62,661 8,899 2,346,129 2,144,515 52,174 201,614 

車両及び運搬具 32,193 350 6,489 26,053 23,699 509 2,353 

工具器具備品 362,846 7,868 37,128 333,586 305,845 2,026 27,741 

土地 482,772 － － 482,772 － － 482,772 

有形固定資産計 3,804,358 71,619 87,463 3,788,514 2,759,172 73,270 1,029,341 

無形固定資産               

電話加入権 － － － 5,271 － － 5,271 

ソフトウェア － － － 14,850 3,619 1,171 11,230 

無形固定資産計 － 9,530 － 20,121 3,619 1,171 16,501 

長期前払費用 9,969 468 9,229 1,208 9,955 6,471 462 

 機械及び装置  本社  62,661千円 

 建物  名古屋支店  13,984千円 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 530,000 － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 79,756 － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除

く。） 
223,582 － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 833,338 －     － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は1,976株であります。 

２．資本金、普通株式及び株式払込剰余金の増加の原因は、新株予約権の行使および第三者割当によるものであ

ります。 

【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、洗替額36,240千円と個別引当の回収戻入額9,029千円でありま

す。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 1,538,675 1,178,000 － 2,716,675 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (58,428,513) (106,000,000) － (164,428,513)

普通株式 （千円） 1,538,675 1,178,000 － 2,716,675 

計 （株） (58,428,513) (106,000,000) － (164,428,513)

計 （千円） 1,538,675 1,178,000 － 2,716,675 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （千円） 1,456,332 1,178,000 － 2,634,332 

計 （千円） 1,456,332 1,178,000 － 2,634,332 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） － － － － 

（任意積立金） （千円） － － － － 

計 （千円） － － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 162,333 25,814 80,065 45,269 62,812 

受注工事損失引当金 － 6,000 － － 6,000 

賞与引当金 11,570 10,490 11,570 － 10,490 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

(イ）現金預金 

(ロ）受取手形 

(a）相手先別内訳 

(b）期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 1,456 

預金   

当座預金 386,134 

普通預金 5,525 

別段預金 582 

定期預金 1,614,603 

小計 2,006,845 

合計 2,008,302 

相手先 金額（千円） 

三友工業㈱ 40,940 

九州総合建設㈱ 20,610 

杉江建設工業㈱ 17,255 

石原建設㈱ 16,061 

㈱紙谷工務店 9,320 

その他 84,481 

合計 188,667 

期日別 金額（千円） 

平成17年10月 66,077 

平成17年11月 41,357 

平成17年12月 20,337 

平成18年１月 60,895 

平成18年２月以降 － 

合計 188,667 



(ハ）完成工事未収入金 

(a）相手先別内訳 

(b）完成工事未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 上記金額には消費税等が含まれております。 

(ニ）未成工事支出金 

 当期末残高の内訳は次のとおりであります。 

相手先 金額（千円） 

上富田町 45,128 

大成建設㈱ 24,663 

杉江建設工業㈱ 14,755 

児松建設㈱ 14,294 

㈱ウシキ鴻巣建設 13,650 

その他 70,945 

合計 183,437 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

582,809 1,434,417 1,833,789 183,437 90.9 97.4 

前期末繰越高（千円） 当期支出額（千円） 
完成工事原価への振替額 

（千円） 
当期末残高（千円） 

306,513 2,620,780 2,629,210 298,083 

材料費（千円） 労務費（千円） 外注加工費（千円） 経費（千円） 計（千円） 

27,565 8,481 196,272 65,763 298,083 



② 負債の部 

(イ）支払手形 

(a）相手先別内訳 

(b）期日別内訳 

(ロ）工事未払金 

(ハ）退職給付引当金 

相手先 金額（千円） 

㈱三煌産業 7,910 

㈱キョウエイ２１ 7,469 

広島工業㈱ 5,684 

三恵㈱ 5,400 

㈱サイユーキ 4,910 

その他 104,085 

合計 135,458 

期日別 金額（千円） 

平成17年10月 37,246 

平成17年11月 29,911 

平成17年12月 23,361 

平成18年１月 19,961 

平成18年２月 24,977 

平成18年３月以降 － 

合計 135,458 

相手先 金額（千円） 

㈱中村土木建設 16,324 

益田工業㈲ 10,011 

満田工業㈱ 9,450 

木下組 6,814 

㈲ワイエムケイ 6,042 

その他 112,664 

合計 161,306 

相手先 金額（千円） 

未積立退職給付債務 296,932 

会計基準変更時差異の未処理額 － 

合計 296,932 



(3）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

（注）名義書換の取扱場所、代理人および端株の買取の取扱場所、代理人は平成17年10月１日から下記の通り変更して

おります。 

 取扱場所  大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

       三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪支店 大阪証券代行部 

 代理人   東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

       三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

 取次所   三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

決算期 ９月３０日 

定時株主総会 １２月中 

基準日 ９月３０日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ────── 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪支店 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪支店 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

買取手数料 無料 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第59期）（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日）平成16年12月20日近畿財務局長に提出

(2）半期報告書 

 （第60期中）（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月20日近畿財務局長に提出 

(3）有価証券届出書 

 平成17年６月22日近畿財務局長に提出 

(4）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年６月28日近畿財務局長に提出 

(5）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年６月30日近畿財務局長に提出 

(6）臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定

に基づき提出するものであります。 

 平成17年７月13日近畿財務局長に提出 

(7）臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定

に基づき提出するものであります。 

 平成17年７月21日近畿財務局長に提出 

(8）臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の規定

に基づき提出するものであります。 

 平成17年８月18日近畿財務局長に提出 

(9）臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定

に基づき提出するものであります。 

 平成17年９月30日近畿財務局長に提出 

(10）有価証券届出書 

 平成17年10月４日関東財務局長に提出 

(11）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年10月７日関東財務局長に提出 

(12）臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規

定に基づき提出するものであります。 

  平成17年10月25日関東財務局長に提出 

(13）臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規

定に基づき提出するものであります。 

  平成17年10月28日関東財務局長に提出 

(14）臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規

定に基づき提出するものであります。 

  平成17年11月25日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

  平成16年12月17日

南野建設株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
代表社員
関与社員 

 公認会計士 神本 満男  印 

 
代表社員
関与社員 

 公認会計士 西村 嘉彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている南野建

設株式会社の平成15年10月１日から平成16年９月30日までの第59期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、南野建設

株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前々期391百万円、前期359百万円、当期291百万円と連続して重

要な営業損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該

注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を反映していな

い。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。 



独立監査人の監査報告書

  平成17年12月22日

株式会社Ａ.Ｃホールデイングス   

 取締役会 御中  

 大谷康弘公認会計士事務所

  公認会計士 大谷 康弘  印 

 岡庄吾公認会計士事務所    

  公認会計士 岡 庄吾   印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社 

Ａ.Ｃホールディングスの平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第60期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。 

 私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社 

Ａ.Ｃホールディングスの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。  

 追記情報 

 １.重要な後発事象に記載されているとおり、平成17年10月４日開催の取締役会において、第三者割当による新株発行を

決議し、平成17年10月24日に新株式を発行した。 

 ２.重要な後発事象に記載されているとおり、平成17年12月１日に分社型会社分割を実行し、持株会社に移行した。 

 ３.重要な後発事象に記載されているとおり、平成17年11月24日開催の取締役会において、資本の減少を決議した。 

 ４.重要な後発事象に記載されているとおり、平成17年12月６日、東京東海ファンド第２号投資事業組合と投資事業組合

契約を締結した。 

 ５.重要な後発事象に記載されているとおり、平成17年12月７日、東京平成ファンド投資事業組合と投資事業組合契約を

締結した。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。 
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